































































































































































































































































































































































37） 三木義一，大内 信明「不動産登記と贈与事実の認定」 税経通信58（1）243―251頁（2003）。
38） 加瀬昇一「遺産分割協議書の効力と名義預金の相続財産該当性」増田英敏編著『租税法の解
釈と適用』245―263頁（中央経済社，2017）。
80
柴　　　由　花
39） 吉田素栄「名義財産は被相続人に帰属するか否かの認定判断」増田英敏編著『租税法の解釈
と適用』264―283頁（中央経済社，2017）。
40） 「名義変更等が行われた後にその取消し等があった場合の贈与税の取扱いについて」（昭和
39年5月23日付直審（資）22，直資68，昭和57年5月1日付直資2―177改正）（https://www.
nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/sozoku/640523/01.htm，2019年9月17日最終閲覧）。
41） 岩佐由加里「贈与税の在り方に関する研究―租税回避行為の防止を念頭に置いて―」税大論
叢61号460―461頁（2009）。
42） 相続開始前1年又は2年といった一定期間内に預貯金口座から引き出された金銭及び不動産
又は有価証券等の資産の譲渡の対価として取得した金銭について，相続財産の推定課税の規定
を導入すべきとの見解として，峪和生「相続税の課税財産に関する一考察―新制度創設に係る
検討―」税大論叢88号156―157頁（2017）。
43） 負担付贈与については，負担付贈与等規制通達によって取引価額で課税されることから，扶
養を目的とした負担付贈与については，同通達の適用外と解するものに，高橋靖「高齢化社会
と負担付贈与」税務事例研究6号74頁（1990）。
44） 松尾弘「契約解釈における当事者の『真の意思』―私的自治を支える『真の意思』の規範的
解釈に関する『民法と税法の接点』からの考察」慶應法学15・16号56―70頁（2010）。
45） 相続税を補完しない贈与税減税の場合，手続要件として，贈与税の申告が義務付けられてい
る。非上場株式等の贈与税の納税猶予及び免除は，遺留分権利者全員との合意及び所要の手続
（経済産業大臣の確認，家庭裁判所の許可）を経ることを要件としている。このような贈与税
減税の適用が租税回避とされる可能性がないわけではないが，課税庁としては，適正な要件を
満たして贈与税の申告がなされている以上，贈与を否認することが難しいと考えられる。
